































































































































































































































で上昇した（図 2６））．配置カウンセラーは 2015 年ま
で微増傾向が続いている． 
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東北大学 高度教養教育・学生支援機構 紀要第 4 号　2018
２.２.２　障害学生支援の体制整備
障害学生支援の取り組みは，学生相談同様，先進の
大学と整備がこれからという大学との間にすでに大学
間格差を生じてしまっている．
2017年現在，先行する国立大学に続いて私立大学で
も体制整備が進められようとしている．障害者差別解
消法施行を契機に，各大学の学生支援の総合的体制の
再整備が進められることになるであろう．障害学生支
援については，必要となる身体障害の専門性，発達障
害・精神障害の専門性それぞれを満たす体制整備が，
これまでの学生相談やキャリア支援の体制と適切に組
み合わせるかたちで，行われる必要があるだろう．
その際，予算削減がさらに進んでいこうとしている
動きの中では，あってはならないことだが，障害学生
支援を意図する再整備が（専任）常勤カウンセラーの
削減や任期付化または非常勤化などと学生相談体制を
犠牲にすることで図られることを結果させる恐れもあ
る．そうなれば学生相談は不充実化の方向へ進んでし
まうことになり，それは，発達障害や精神障害の学生
の支援を貧弱化させることになるであろうし，ようや
く進展してきた学生相談カウンセラーと全教職員との
協働による学生支援が後退することにもなるだろう．
２.２.３　学生支援諸部署・機関における人材育成
学生相談機関や障害学生支援部署・機関をはじめ，
専門性をもつ援助資源の教職員は，自らの連携・協働
のスキルを向上させていくこととともに，コアとなる
カウンセラー等の教職員はとりもなおさず，カウンセ
ラーやコーディネーターの成長支援すなわち経験のあ
るカウンセラーやコーディネーターから経験の浅いカ
ウンセラー，コーディネーターへの知識とスキルの継
承という課題に取り組んでいくことが重要である． 
これらの専門的教職員には，加えて，学生相談や障
害学生支援室，キャリア支援など学内支援部署・機関
を含む，総合的な学生支援システム整備の不断の取り
組みへのコミットメントの意識と，これへの取り組み
に必要なスキルの向上を図っていくことが求められる．
注
1 ）60年代に米国で起こり80年代に日本に紹介されたコ
ミュニティ心理学の理念と方法を積極的に活用する
学生相談のあり方を「コミュニティアプローチモデル」
と呼ぶこととする．
２）「各大学等における，卒業までを通じた組織的かつ総
合的な学生支援のプログラムのうち，学生の視点に
立った独自の工夫や努力により特段の効果の上がっ
ている取組を含む優れたプログラムを選定し，広く
社会に情報提供するとともに，財政支援を行うこと
で，各大学等における学生相談や健康支援を含めた
学生支援機能の充実」を図ることを目的として公募
されたプログラムで，2007年度と2008年度に計93校
が，選定された．
3）1997年から 3年ごとに実施されてきているもので，
全数調査ではない（各回の回収率は51.1%から66％）
が，おおよその傾向をうかがい知ることができる．
なお，日本学生支援機構の平成25年度調査（独立行
政法人日本学生支援機構 2014）によると回収率94.8%
で，大学の学生相談機関設置率は87.9%であり，毎回
の回収率 ５〜 ６割の日本学生相談学会のほぼ同時期
の調査（岩田ほか 2016）の数値（95.2%）の方が高く
なっている．回答は学生相談機関設置校から寄せら
れがちであるかもしれず，そうであるとすると，実
際の全国の大学等全体の数値は，日本学生相談学会
調査各項目に現れている数値よりも低いものと推定
することが適切と言える．
4）本文中に既述した文部省の政策変更の経緯から，国
立大学にあっては，心理カウンセラーは，多くの場合，
保健管理センター内に配置されてきた．このことが
心理カウンセラーに「クリニックモデル」から「コミュ
ニティアプローチモデル」への転換を遅らせてきた
面があることは否めない．国立大学法人化後に加速
した学生相談体制整備・充実化の機運は，モデルの
転換の動きとあいまって，保健管理センターとは別
に学生相談窓口を設置する国立大学や，保健管理セ
ンター内に学生相談室という名称の部屋を設けたり
する国立大学を出現させている．
５）６）図 1，図 ２は，日本学生相談学会特別委員会（1998），
大島ほか（2004），大島ほか（2007），吉武ほか（2010），
早坂ほか（2013），岩田ほか（2016）から筆者が作成．
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